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防犯的視点からみた
集約型都市構造化に関する一考察
木梨 真知子＊
１．はじめに
１．１．研究の背景と目的
地域内の都市施設を高密度に配置し，都市外延
化や人口流出を抑制することで都市機能を高める
「集約型都市」の構築は，国や多くの自治体で主
要な政策目標の一つとなっている．そして，集約
型都市構造化に向けて都市財政や環境負荷に関す
る議論が活発化し，都市交通施策や市街地整備が
推進されている．都市の高効率化と機能面，これ
が現在の集約型都市に関する議論の中心である．
しかしながら，本来第一に考えるべきは生活者
の安全・安心の確保である．なぜなら，都市とは
そこに生活する人々と彼らの生活する場があって
初めて都市と呼べるのであり，生活者の生存権に
関わる「安全性」を無視して都市計画を進めるこ
とはできないはずだからである．２０１１年３月の東
日本大震災の発生を受けて，震災復興計画の一環
として高台に集約型都市の形成を図り，津波被害
の大きかった沿岸海域住民の集団移転が検討され
るなど「防災面」の議論は活発化の動きが出てき
た１）．しかし集約型都市という新しい形態の構築
にあたっては，防犯，交通事故防止，バリアフリー
等，安全性に関して検討されなければならない論
点は他にも多数あると思われる．安全安心な居住
環境の確保はそこに住む生活者にとって重要なだ
けでなく，まちの魅力を高め，郊外居住者に対し
てまちなか居住を促す要素ともなり得るため，集
約型都市構造を実現するために必要不可欠である．
本研究では，安全性の一要素である「防犯性」
に着目し，都市と犯罪の関係性について学界で明
らかとなっている知見をもとに集約型都市を展望
するための論点整理を行い，今後の課題について
検討することで集約化都市構造化に対する問題提
起をするとともに，安全安心社会を構築するため
の一つの手掛かりとしたい．
１．２．都市と防犯の関係性
従来は，都市計画の役割として都市の安全性を
確保することが重要な課題とされてきたものの，
それは自然災害や交通事故に対する安全性であり，
犯罪に対する安全性，すなわち防犯性はあまり重
視されてこなかった．しかし，欧米化に伴う社会
情勢の変化や体感治安の悪化などから，犯罪に対
する安全性は重大な社会問題の一つとして位置づ
けられるようになり，１９９０年代に入ってから犯罪
を未然に防ぐための都市計画的アプローチである
「環境設計による防犯」に関する手法が盛んに論
じられるようになってきた．
「環境設計による防犯」とは，物理的環境が人
間の行動に影響を及ぼし犯罪誘引となりやすいと
いう環境犯罪学の考え方をベースとし，犯罪が発
生する場の改善または強化により犯罪を防止する
ことを目的としている．我が国では，「防犯環境
設計（CPTED: Crime Prevention Through Environ-
mental Design）」という４つの基本原則から成る
方法論が一般的に用いられている（図‐１）．
犯罪と都市環境の関連性に関しては，現在では
多数の研究蓄積があり３），特に GISの浸透を受け
て地理的犯罪分析を試みた研究４）が活発に行われ，
犯罪に対する心理的な作用，すなわち安心感・不
安感を対象とした研究５）も多い．しかしながら，
都市環境の変化に伴う犯罪発生予測あるいは将来
的な防犯性の評価や検討はほとんどなされておら
ず，特に集約型都市と防犯の関係性について論じ
た研究はないといってよい．
２．集約型都市構造化によるまちの変容
商業，交通，住宅などの様々な機能の集積が前
提となっている集約型都市の構築は，土地利用形
態や産業の変化のみならず，居住地やライフスタ
イル等の個人の生活環境も含めた都市構造全体の
大きな変容をもたらすこととなる．それはすなわ
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ち，犯罪発生に影響する都市環境も大きく変化す
ることを意味している．しかしながら，計画段階
から防犯性の視点を含めて検討するならば，都市
環境の改善の程度とそれにかかる費用を最小限で
抑えながら安全・安心な環境を構築することがで
きるという６）．そのため，集約型都市構造化によ
るまちの変容が防犯性に与える影響を理論的かつ
実証的な議論に基づき検討することは将来の防犯
性を確保する上で欠かせないものである．
集約型都市構造化によって発生する最も基本的
なまちの変容は，人口集中と機能集中であるのは
自明であろう．より具体的には，人口規模の拡
大と高密度化，人口や機能の集中による高層建
築物の増加，機能集中による交通機関等の利便
性向上，の３点が生じるものと考えられる．一方
で，集約化の進行によって拡大した郊外部から撤
退するエリア，いわゆる縮退地域が必然的に発生
することに注意しなければならない．さらに，縮
退側では防犯性の面でも集約側とは異なる問題が
発生すると考えられる．そのため，本研究では集
約側と縮退側の両面を議論の対象とする．縮退側
におけるまちの変容を考えると，まず人口流出と
機能縮小が始まり，その結果として，加速度的
な人口減少，従来からの居住者の転出による地
域活力低下及びコミュニティ衰退，機能縮小に
よる交通機関等の利便性低下，の３点が懸念され
る．このような集約型都市に対する基本的な認識
の下で，以下では集約側及び縮退側における各３
つの変容を防犯性に与える影響要因として捉え，
学界の知見と合わせて詳細に検討する．
３．集約側の防犯性
３．１．人口規模の拡大と高密度化
人口規模あるいは密度と犯罪発生には密接な関
係があることは多数の先行研究で指摘されており，
経済活動が活発で人口集積や地域間の人口移動が
多い都市において犯罪が多発し，都市の規模が大
きくなるほど窃盗犯を中心に発生の可能性が高く
なる傾向にあるといわれている７）．人口規模の拡
大や高密度化は必然的に被害対象となりうる物
（者）の増加に繋がるために犯罪への影響は多大
であると推察される．一方で，人口と犯罪との間
に直接的な因果関係はないという主張も存在する．
例えば，人口や住宅の高密度化と犯罪との直接的
な因果関係は検証されておらず，密度よりもむし
ろ居住者の収入や教育レベルの関係性が強い８）と
いう主張である．そこで実際に全国１，９６４市区町
村の人口規模別の犯罪発生状況（２００８年）（表‐
１）をみると，犯罪と人口密度の間にある一定の
関係性が認められる．次に，犯罪率 CR（人口１
万人あたりの犯罪認知件数）と人口密度 Pdの関
係（図‐２）を確認すると，CRは Pdが大きくな
るにしたがって対数的に増加する関係性が確認で
きる（CR＝３１．９１Ln（Pd）－１０９．５９，R２＝０．５０４（p
＜．０１））．これをみる限り，例え直接的な因果関
係がなかったとしても，高密度都市において人口
密度が少なくとも間接的に犯罪誘因となるのは事
実であろう．
人口規模や密度が大きい地域において犯罪率が
高い傾向にあるのは都市の匿名性が大きく影響し
ているとみられている．古くから指摘されている
ように，都市の規模が大きくなるほど匿名性が強
くなり，匿名的な状況下では個人的アイデンティ
図‐１ CPTEDの基本原則２）
表‐１ 人口規模別の犯罪発生状況（２００８年）
人口密度
（人／）
市区町村数
犯罪認知件数
（平均）
犯罪率
（平均）
～１９９ ２９７ ６６７．９ ５１．６
２００～４９９ ５３５ ５０５．９ ６４．０
５００～９９９ ４１７ ６６５．４ ９３．３
１，０００～１，９９９ ２６０ １１９６．９ １２６．３
２，０００～ ４１８ ２９７７．９ １８３．６
合計
１，９２７
（不明：３７）
１１９７．１ １０２．８
※警察庁「犯罪統計書（２００８）」，総務省「国勢調査報告（２００５）」，
総務省「統計でみる市区町村のすがた（２０１０）」より作成
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ティを同定される可能性が低いために相互関心や
道徳観念が希薄化し，結果として「逸脱行為」が
生じやすい９）．要するに，居住者間の相互の無関
心さが地域の監視力を弱め，犯罪誘因となりやす
いという考え方である．さらに集約化に伴う住み
替え行動が活発化すれば，問題となるのは既存居
住者同士の相互無関心のみでなく，新規来住者と
既存居住者間，または新規来住者同士の摩擦も少
なからず生じるものと推察される．
３．２．高層建築物の増加
人口が集中する地域では当然のことながら高層
建築物が増加すると思われるが，建物，特に住宅
の高層化は，その物理的環境によっては犯罪に見
舞われやすくなることが明らかとなっている．
Newman１０）は著書「Defensible Space」の中で，１５
万戸の住宅に関する犯罪データを分析し，１，０００
戸以上の大規模な団地や６階建以上の高層住宅に
おける犯罪率が高く，３階建住宅では犯罪率が低
くなることや，高層住宅は建物内の共用スペース
（例えば，住居外のエレベーター（EV）や階段
など）における犯罪率が高いことなどを明らかに
している．さらに Newmanは共用スペースにお
ける犯罪率の違いを図‐３のように示した．建物
外部の敷地（On outside grounds）および住居内（In-
side apartment）での犯罪発生は建物高さによらず
差はあまり見られないが，建物高さが増すにした
がって建物内の共用スペース（In interior public
spaces）の犯罪発生が急増する傾向にある．これ
らの理由は，建物高さが増せば住居の戸数が多く
なると同時に共用スペースを利用する者も多くな
り，いわゆる「顔見知り」の割合が低くなるため
という見方が強い．EVを例にとると，２０数戸程
度で EVを共用する群は，１００～３００戸で共用する
群と比較して顔見知り度や共用スペースでの領域
意識が高いことが明らかとなっている１１）．このた
め，共用スペース１箇所当たりの利用可能人数を
限定するなどの工夫が必要とされている．
３．３．防犯資源の集中配置
都市の集約化は犯罪増加の可能性がある一方で，
都市機能の集積に伴って防犯資源も集中して配置
され，防犯資源の密度や質が向上する可能性も持
ち合わせている．防犯資源とは犯罪の予防に役立
つ設備などのことであり，代表的なものとして，
照明機器，監視カメラ，通報装置，子ども１１０番
の家，防犯に関係するステッカー・看板・のぼり
旗等がある．また，コンビニエンスストアや公衆
電話も防犯資源として活用できるという．
特に，夜間街路の監視性確保に重要な役割を果
たす照明機器（防犯灯，街路灯，住宅の門灯・玄
関灯等）は防犯性向上に欠かせない防犯資源であ
るため，集中配置が可能となることの意義は大き
い．現在，住宅地域内における夜間街路の推奨照
度は表‐２のように定められているものの，地方
都市ではこの照度にさえ満たない街路は珍しくな
く，犯罪を誘発しやすい環境が多い１３）．このため
夜間の歩行者意識と交通行動に関する先行研究１４）
の調査結果では，「夜間の歩行空間に期待するも
の」の第１位として「街灯照明の設置など光環境
図‐２ 人口密度（Pd）と犯罪率（CR）の関係 図‐３ 建物高さによる犯罪率の違い（文献１２から転載）
表‐２ 歩行者に対する道路照明基準
（JIS Z９１１１‐１９８８「道路照明基準」）
夜間の歩行者交通量 多い 少ない
照度
（Lx）
水平面照度＊１ ５ ３
鉛直面照度＊２ １ ０．５
目安
４先の歩行者
の顔の概要を識
別できるレベル
４先の歩行者
の挙動や姿勢が
分かるレベル
＊１ 路面上の平均照度
＊２ 歩道の中心線上で路面から１．５の高さの道路軸に対し
て直角な鉛直面上の最小照度
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の充実」が挙げられている．さらに約半数の女性
が昼間と夜間で異なる経路を通り，その主な理由
を「夜間に明るい道を通るため（６１．５％）」とし
ている．すなわち，防犯機器の不足が歩行者の不
安感を増加させ，経路選択に影響を与える要因の
一つであることが明確に示される結果となった．
したがって，集約型都市の構築は防犯資源の適
正な集中配置と路上の安心感向上に繋がる可能性
があり，この点に関しては非常に合理的といえる．
３．４．利便性の向上と人通り
利便性の向上，特に鉄道駅に代表される交通機
関へのアクセス性の向上は集約化による大きなメ
リットであるが，一方で犯罪が多発する空間とも
なりえる．都市防犯研究センターによる報告１５）で
は，床面積当たりの空き巣発生件数と鉄道駅から
の距離の関係性を分析し，駅前付近の空き巣のリ
スクが高いことを明らかにしており，この理由を，
侵入盗企図者が鉄道を利用して移動しているため
と推察している．さらに，鉄道駅など都市の主要
施設からの距離帯別ひったくり犯罪発生件数を示
した先行研究１６）によると，鉄道駅全面での犯罪発
生は比較的少ないものの０．４～０．８圏内で発生数
が最も多いことが分かっている．
一方で，都市の集約化によって徒歩圏で成り立
つ生活環境が構築されれば，街路の通行人が増加
し，自然監視性を確保するのに有効であるという
利点もある．１９９６年に警視庁に検挙された空き巣
ねらい被疑者に対するインタビュー調査１７）（対象
３５名，検挙歴あり８９％）によると，狙う家や周辺
を下見した者（５４％）のうち，「周辺の下見で気
にすること」の第１位に「人通りや人目は少ない
か（４７％）」を挙げている．また雨宮ら１８）は被収
容者を対象とした調査を通して，通行人の目など
の自然監視力が犯罪者の犯行を思いとどまらせる
のに有効な要素であることを明らかにしている．
以上述べたように，利便性の向上が実際のとこ
ろ犯罪抑止にプラスに働くかマイナスに働くかは
明らかになっていない．利便性と犯罪との関係に
関してはさらなる研究の蓄積が待たれるとともに，
利便性と防犯性を同時に確保する仕組みについて
議論を深めていくことが望まれる．
４．縮退側の防犯性
前章まで集約側の防犯性について論じてきたが，
人口が減少し，都市が縮退する局面では防犯性の
面でも集約側とは異なる問題が発生すると思われ
る．まず，縮退側では犯罪ターゲットそのものが
減少したりアクセス性が低下したりするなど，犯
行を遂行する上で魅力的とはいえない環境となり，
犯罪は減少するかもしれない．しかし視点を変え
れば，防犯資源の機能低下や利便性の低下による
外出行動の制限を生み，結果として路上の自然監
視性が低下する懸念もある．通行人の少ない街路
は犯罪に対する不安感を高め１９），不安感からその
通りを通行しなくなることで自然監視性が低下し，
より犯罪へのリスクが高まるという悪循環に陥る
可能性が指摘されている２０）．また，既存居住者の
転出による“地域を管理する力”の減退を危険視
する向きもある．具体的には，空き地・空き家お
よび低未利用地の増加や，転出者の増加によるコ
ミュニティの衰退等を理由として，犯罪への悪影
響を危惧する主張である．この点については以下
で詳細に言及する．
４．１．空き家・空き地・低未利用地の増加
空き家や空き地，低未利用地の増加による犯罪
の影響を考えると，空き家が多くなれば周辺への
監視性が低くなり，それに隣接する住宅への侵入
の足掛かりとなりうることである．また，周囲に
空き地がある場合，見通しは良くなるものの監視
性は低くなり，犯罪が発生しやすい環境を生むこ
ととなる．
東京都２３区内において住宅対象侵入盗の多い地
域と少ない地域の比較分析を行った都市防犯研究
センター２１）の報告では，空き家や空き地の数と犯
罪率に統計的な関係性は認められなかった．これ
に対して，ひったくり発生環境の分析を行なった
先行研究１６）では，空き地等のオープンスペース前
面の街路で犯罪が発生しやすいという結果が得ら
れた．空き家や空き地と犯罪発生の関係性につい
て定量的に分析された例が少ないために今後の詳
細な調査が待たれるが，心理的には空き地等の
オープンスペースは，不安感を助長させる原因と
なることが明らかとなっている８）．いずれにせよ，
適切な管理と場の有効活用が求められており，監
視性を低下させない工夫について議論が交わされ
ているところである．
４．２．地域活力低下とコミュニティの衰退
次に，人口流出によって活力が低下し今までの
地域コミュニティを維持することが困難になると
考えられる．防犯性との関係について考えると，
地域コミュニティ活動の一つとして自警団等に代
表される自主防犯組織があるが，組織による地域
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表‐３ 分析に用いたデータ
２００６年データ ２００７年データ
比較期間 ２００６年１月～６月 ２００７年７月～１２月
犯罪認知件数 ４５２件 ３６１件
罪種
自転車盗／自動車盗／オートバイ盗／車上
ねらい／部品ねらい／自動販売機ねらい／
ひったくり／路上強盗／強制わいせつ（路
上犯罪９種類の合計値を利用）
データ
ソース
犯罪認知件数：日立警察署から提供
自主防犯組織の活動エリア（地域巡回活動
の範囲）：日立市から提供
図‐４ 犯罪発生地点プロット地図
100％ 
80％ 
60％ 
40％ 
20％ 
0％ 
ACT INA 日立市全体 
52.6％ 
 
83.3％ 
 
79.9％ 
 
※2006年の犯罪認知件数を100とする 
図‐５ ２００６‐２００７年の犯罪増加率の比較
巡回活動が継続できなくなり，結果として犯罪が
増加する懸念がある．ただし自主防犯組織の犯罪
抑止効果の程度を定量的に示した報告がないため，
以下に活動の実効性について分析を試みた．
分析方法は，犯罪データが入手可能であった茨
城県日立市内において，２００６年７月から２００７年６
月の１年間に結成された１０組織を対象とし，地域
巡回を開始したエリア（Activity area：以下 ACT
と略記）と実施されていないエリア（Inactivity
area：以下 INAと略記）の犯罪増加率を比較する
ものである．分析に用いた犯罪データの概要を表‐
３，犯罪発生地点をプロットした地図を図‐４，
分析結果を図‐５に示す．当該地区全体として犯
罪は減少しているものの，ACTでは５２．６％であ
り約半数もの減少がみられる．一方 INAでは
８３．８％であり１６．２％の減少に留まっている．この
ことから，自主防犯組織がある一定の犯罪抑止効
果を持つことは明らかである．
以上の結果は，地域コミュニティの持つ領域性
が犯罪抑止に有効に働いていることを示したとい
える．地域コミュニティ活動の重要性は，犯罪か
らコミュニティを守るのみでなく，各自が属する
コミュニティ内から犯罪者を出さないという点か
らも欠かせないものである２２）．これらは住民の善
意で運営されているボランティア活動である．安
易な集約型都市構造化によって地域コミュニティ
を衰退させ，地域の結束力や帰属意識が損なわれ
ることのないよう十分配慮すべきである．
５．おわりに
本研究では，集約型都市という新しい形態の構
築過程で発生すると考えられる防犯上の影響につ
いて，これまでの学界の知見をふまえた上で利点
と問題点を抽出した．最後に，これまで論じたこ
とを整理し，防犯的視点から集約化都市の課題に
ついてまとめる．
まず利点として，集約化に伴って防犯資源の密
度も増加すること，人通りの増加による自然監視
性の向上が見込まれることを挙げた．次に問題点
として，集約側では人口集中，高層化，アクセス
性の向上による犯罪増加の可能性があること，縮
退側では空き家や空き地，低未利用地の増加によ
る監視性低下や，地域の活力低下またはコミュニ
ティ力の衰退による監視性・領域性低下の懸念が
あることを挙げた．以上，集約化都市構造化が防
犯性に与える影響を構造化すると図‐６に示すよ
うになると考えられる．
防犯性を確保しながら集約化都市構造化を実現
するためには，これまで以上の設計・計画水準の
高い居住環境の構築と監視性を低下させない仕組
みづくりが必要である．例えば，人口が急増しそ
うな地域には防犯資源を効率的に配置し，監視性
を損なう空き家や空き地は有効活用する工夫が必
要である．そして，場合によっては防犯カメラ等
の機械的監視の利用も検討すべきである．さらに
領域性を維持・形成する仕組みづくりも重要であ
る．縮退側でのコミュニティ維持は当然のことな
がら，集約化に伴う住み替え・移転等を理由とし
て新しい関係を構築しなければならないケースを
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サポートする仕掛けも必要とされるであろう．い
ずれにしても集約化の過程で場所への適切な介入
があれば犯罪増加を未然に防げる可能性は十分に
ある．
今後は，集約化による犯罪発生への影響を定量
的に明らかにし，集約化都市の中で防犯性を確保
するための具体案を示す必要がある．特に，集約
化によるメリットを損ねることなく防犯施策を取
り入れる方策が今後一層求められるところである．
１）例えば，社団法人東北経済連合会・財団法人東北活性化研
究センター「大震災復興に向けた提言」２０１１．
２）都市防犯研究センター「侵入盗の防犯対策に関する調査
報告書（１５）：街のなかで自然監視性はどの程度確保され
得るのか？」JUSRIリポート No．４２，２００６．
３）例えば，伊藤滋「都市と犯罪」東洋経済新報社，２５１p．，１９８２．
４）例えば，島田貴仁・原田豊「都市の空間構成と犯罪発生と
の関連：GISによる定量的分析」科学警察研究所報告・防
犯少年編４０（１），pp．１‐２２，１９９９．
５）例えば，島田貴仁・鈴木護・原田豊「犯罪不安と被害リス
ク知覚：その構造と形成要因」犯罪社会学研究，第２９号，
pp．５１‐６４，２００４．
６）小出治・樋村恭一「都市の防犯：工学・心理学からのアプ
ローチ」北大路書房，２５９p．，２００３．
７）警察庁保安部防犯課「都市における防犯基準のための基礎
調査」１９８１．
８）イアン・カフーン「デザイン・アウト・クライム：『まも
る』都市空間」小畑晴治・大場悟・吉田拓生訳，鹿島出版
会，２９４p．，２００７．
９）永井良和「都市の『匿名性』と逸脱行為：隠蔽と発見の可
能性」ソシオロジ No．３０‐３，pp．７７‐９６，１９８６．
１０）Newman, O. “Defensible Space” Collier Books, New York, 1972.
１１）瀬戸章子「２戸１エレベーター型高層住棟の防犯性能の検
討」日本建築学会計画系論文報告集（３９９），pp．７５‐８３，１９８９．
１２）Newman, O. “Creating Defensible Space” U.S. Department of
Housing and Urban Development Office of Policy Development
and Research, 1996.
１３）金利昭・木梨真知子「街路照明に着目した夜間の交通安全
対策」日本交通政策研究会，日交研シリーズ A‐４７８，２００９．
１４）木梨真知子・金利昭「光環境に着目した歩行者の夜間経路
選択構造に関する研究」日本都市計画学会学術研究論文集
No．４５‐３，pp．４５１‐４５６，２０１０．
１５）都市防犯研究センタ 「ー２１世紀都市防犯調査研究（）」
JUSRIリポート No．３８，２００７．
１６）木梨真知子・金利昭「防犯計画のための環境的要因分析に
基づく犯罪発生空間の考察：茨城県日立市のひったくり犯
罪をケーススタディとして」土木計画学研究・論文集
Vol．２５（２），pp．３２９‐３３８，２００８．
１７）都市防犯研究センター「防犯環境設計ハンドブック：住
宅編」JUSRIリポート No．１７，２００３．
１８）雨宮護・島田貴仁・菊池城治・齋藤知範・原田豊「犯罪者
の視点からみた防犯環境設計の有効性の検討：全国の被収
容者を対象とした質問紙調査報告」都市計画報告集 No．８，
pp．７６‐７９，２００９．
１９）野田大介・室崎益輝・高松孝親「防犯環境設計に関する研
究：都市における歩行者経路属性と犯罪の関係について」
日本都市計画学会学術研究論文集 No．３４，pp．７８１‐７８６，
１９９９．
２０）国土交通省「防犯性能を考慮した商業地の公共施設整備・
管理手法の検討報告書」２００７．
２１）都市防犯研究センター「侵入盗の防犯対策に関する調査
報告書（１３）：発生地比較編」JUSRIリポート No．３５，２００６．
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図‐６ 集約型都市構造化に伴う防犯上の影響関係
